
平成17年11月24日

三井トラスト・ホールディングス株式会社 上場取引所 東証・大証・名証  各第一部

8309 本社所在都道府県 東京都

取締役社長 氏名 古沢　熙一郎

経営企画部次長 氏名 小俣　耕一 TEL  (03)5232-8642
平成17年11月24日 中間配当制度の有無 　 有

単元株制度採用の有無　有（１単元　1,000株）

1.平成17年9月中間期の業績  (平成17年4月1日～平成17年9月30日)

(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24,626 △45.8 21,939 △45.0 21,867 △44.9 21,790 △45.1

45,446 267.0 39,867 448.9 39,700 455.9 39,678 466.4

48,976 38,293 37,997 37,953

円 銭

26 48

48 20

39 70
1.期中平均株式数（普通株式）17年9月中間期 822,823,946 株 16年9月中間期 823,170,379 株 17年3月期 823,087,885 株

2.会計処理の方法の変更 無

3.営業収益、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況（普通株式）

円 銭 円 銭

0 00

0 00

2 50

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

672,409 567,585 84.4 164 48

860,054 555,104 64.5 149 26

658,142 553,165 84.0 140 54
期末発行済株式数（普通株式）17年9月中間期 822,807,535 株 16年9月中間期 823,067,754 株 17年3月期 822,830,932 株

期末自己株式数 17年9月中間期 1,537,678 株 16年9月中間期 1,072,917 株 17年3月期 1,377,919 株

2.平成18年3月期の業績予想  (平成17年4月1日～平成18年3月31日)

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

25,000 20,000 20,000 4 00 4 00

1株当たり予想当期純利益(通期) 17円 89銭

期　　　末

1株当たり年間配当金（普通株式）

決算取締役会開催日

経 常 利 益

17年9月中間期

当期純利益

(参考)

平成18年3月期       個別中間財務諸表の概要

株 主 資 本 株 主 資 本 比 率
1 株 当 た り
株 主 資 本

上 場 会 社 名

コ ー ド 番 号

経 常 利 益 中間（当期）純利益

17 年 3 月 期

17年9月中間期

総 資 産

1 株 当 た り
年 間 配 当 金

通 期

営 業 収 益

17 年 3 月 期

1 株 当 た り
中 間 配 当 金

17 年 3 月 期

(注)

（URL　http://www.mitsuitrust-fg.co.jp/）

16年9月中間期

営 業 利 益営 業 収 益

16年9月中間期

代 　 表　  者

(注)

17 年 3 月 期

16年9月中間期

17年9月中間期

役職名

17年9月中間期

役職名

16年9月中間期

1株当たり中間
（当期）純利益

問合せ先責任者

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　本資料及び参考資料記載の業績予想に関しましては、発表日現在において入手可能な情報及び計画
に基づき作成しております。実際の業績は今後様々な要因によって、大きく異なる結果となる可能性
があります。



三井トラスト・ホールディングス株式会社

(平成17年9月中間期の業績）

配当状況

（平成18年3月期の業績予想）
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１株当たり配当金

期末

普 通 株 式 4 円 00 銭 4 円 00 銭

第 一 種 優 先 株 式 40 00 40 00

第 二 種 優 先 株 式 14 40 14 40

第 三 種 優 先 株 式 20 00 20 00

通　期

１株当たり年間配当金

期中平均株式数

普通株式 第一種優先株式 第二種優先株式 第三種優先株式

17年9月中間期 822,823,946株 20,000,000株 93,750,000株 156,406,250株

16年9月中間期 823,170,379株 20,000,000株 93,750,000株 156,406,250株

17年3月期 823,087,885株 20,000,000株 93,750,000株 156,406,250株

期末発行済株式数

普通株式 第一種優先株式 第二種優先株式 第三種優先株式

17年9月中間期 822,807,535株 20,000,000株 93,750,000株 156,406,250株

16年9月中間期 823,067,754株 20,000,000株 93,750,000株 156,406,250株

17年3月期 822,830,932株 20,000,000株 93,750,000株 156,406,250株

（注1）1単元の株式数は、普通株式及び優先株式とも1,000株であります。

（注2）普通株式数は期末自己株式数を控除後のものです。

（注3）17年9月中間期の普通株式の期中増加

　　　　転換社債の転換によるもの　　　　発行株数   136,362株　 　 資本組入額　   75百万円

1株当たり
中間配当金

1株当たり
年間配当金

普 通 株 式 0 円 00 銭 ―――

第 一 種 優 先 株 式 0 00 ―――

第 二 種 優 先 株 式 0 00 ―――

第 三 種 優 先 株 式 0 00 ―――

普 通 株 式 0 円 00 銭 ―――

第 一 種 優 先 株 式 0 00 ―――

第 二 種 優 先 株 式 0 00 ―――

第 三 種 優 先 株 式 0 00 ―――

普 通 株 式 0 円 00 銭 2 円 50 銭

第 一 種 優 先 株 式 0 00 40 00

第 二 種 優 先 株 式 0 00 14 40

第 三 種 優 先 株 式 0 00 20 00

17年9月中間期

16年9月中間期

17年3月期



三井トラスト・ホールディングス株式会社

「平成17年9月中間期の業績」の指標算式

○１株当たり中間（当期）純利益･･･

　　中間（当期）純利益－優先株式配当金総額

　　　　　中間期（当期）中平均普通株式数*

○１株当たり株主資本･･･

中間期（当期）末株主資本－中間期（当期）末発行済優先株式数×発行価額－優先株式配当金総額

　　　　　　　　　　　　　　　中間期（当期）末発行済普通株式数　*

「平成18年3月期の業績予想」指標算式

○１株当たり予想当期純利益（通期）･･･

　　　　予想当期純利益－予想優先株式配当金総額

　　　　　　　当中間期末発行済普通株式数　*

*：自己株式は除く
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三井トラスト・ホールディングス株式会社

（単位：百万円）

平 成 17 年 平 成 16 年 比 較 平 成 16 年 度 末 比 較

中間期末 （ Ａ ） 中 間 期 末 （ Ｂ ） （ A － Ｂ ） 要 約 （ Ｃ ） （ A － C ）

38,725 26,886 11,839 25,021 13,704

33,794 16,928 16,866 15,780 18,014

4,697 8,592 △3,895 8,898 △4,201

233 1,365 △1,131 341 △108

633,641 833,032 △199,391 633,035 605

0 0 △0 0 △0

0 1 △0 0 △0

633,639 833,030 △199,390 633,033 606

投 資 有 価 証 券 667 78 589 78 589

関 係 会 社 株 式 632,183 631,958 225 632,033 150

関 係 会 社 社 債 -　 100,000 △100,000 -　 -　

関 係 会 社 転 換 社 債 231 456 △225 381 △150

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 -　 100,000 △100,000 -　 -　

そ の 他 557 537 20 540 17

42 135 △92 85 △42

672,409 860,054 △187,644 658,142 14,267

752 771 △18 818 △66

653 649 4 634 19

43 38 4 43 0

55 83 △27 141 △85

104,070 304,178 △200,107 104,157 △86

103,300 203,300 △100,000 103,300 -　

231 456 △225 381 △150

-　 100,000 △100,000 -　 -　

429 355 73 386 42

110 66 43 89 20

104,823 304,950 △200,126 104,976 △152
- - - - -

261,579 261,467 112 261,504 75

244,989 244,873 115 244,913 75

244,982 244,869 112 244,907 75

7 3 3 6 0

61,955 49,225 12,729 47,500 14,454

61,955 49,225 12,729 47,500 14,454

△938 △461 △476 △752 △185

567,585 555,104 12,481 553,165 14,419

672,409 860,054 △187,644 658,142 14,267
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日本国際博覧会出展引当金

そ の 他 資 本 剰 余 金

長 期 借 入 金

社 債

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

繰 延 資 産

未 収 還 付 法 人 税 等

無 形 固 定 資 産

流 動 負 債

科 目

そ の 他

( 資 産 の 部 )

投 資 そ の 他 の 資 産

資 本 準 備 金

資 産 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

（ 負 債 の 部 ）

退 職 給 付 引 当 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

中間 （ 当 期 ） 未 処 分 利益

自 己 株 式

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

固 定 負 債

転 換 社 債

負 債 合 計

そ の 他

中 間 貸 借 対 照 表



三井トラスト・ホールディングス株式会社

（単位：百万円）

平 成 17 年 平 成 16 年 比 較 平成16年度（C）

中間期（A） 中間期（B） （A－B） (要約）

24,626 45,446 △20,819 48,976

関係会社受取利息配当金 23,527 44,398 △20,870 46,946

関 係 会 社 受 入 手 数 料 1,099 1,047 51 2,029

2,687 5,578 △2,891 10,682

支 払 利 息 1,745 4,713 △2,968 8,997

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 941 865 76 1,685

21,939 39,867 △17,927 38,293

113 14 98 24

186 181 4 320

21,867 39,700 △17,833 37,997

21,867 39,700 △17,833 37,997

14 1 12 3

62 20 42 40

21,790 39,678 △17,888 37,953

40,165 9,547 30,617 9,547

61,955 49,225 12,729 47,500
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科 目

営 業 外 収 益

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

税引前中間（当期 ）純利益

法人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

中 間 損 益 計 算 書
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【重要な会計方針】
１． 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式および関連会社株式：移動平均法による原価法により行なっております。
その他有価証券：移動平均法による原価法により行なっております。

２． 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。なお、耐用年数は次のとおりであります。
器具及び備品：3 年～6 年

　また、取得金額が 10 万円以上 20 万円未満の資産については、3 年間で均等に償却する
方法を採用しております。

(2) 無形固定資産
ソフトウェア：自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に
基づく定額法によっております。

３． 繰延資産の処理方法
(1) 創立費 商法施行規則の規定により毎期均等額（5 年）を償却しております。
(2) 社債発行費用 商法施行規則の規定により毎期均等額（3 年）を償却しております。
　　　なお、中間会計期間においては、年額の 1/2 を償却しております。

４． 重要な引当金の計上方法
(1) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上してお
ります。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであ
ります。

過去勤務債務については、発生年度の従業員の平均残存期間内の一定の年数（5 年）に
よる定額法により損益処理しております。

数理計算上の差異については、各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年
数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しており
ます。

(2) 賞与引当金
賞与引当金は、従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込み額のうち当中間

会計期間に帰属する額を計上しております。
(3) 日本国際博覧会出展引当金

2005 年に愛知県において開催された「2005 年日本国際博覧会」（愛知万博）への出展
費用に関し、日本国際博覧会出展引当金を計上しております。なお、この引当金は商法
施行規則第 43 条に規定する引当金であり、租税特別措置法第 57 条の 2 の準備金を含ん
でおります。

５． 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

【貸借対照表の注記】
１． 記載金額は、各科目ごとにそれぞれ百万円未満を切り捨てて表示しております。
２． 有形固定資産の減価償却累計額    　0 百万円
３． 社債は全額、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付社債で

あります。
４． 転換社債は全額、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付転

換社債であります。

【損益計算書の注記】
１． 記載金額は、各科目ごとにそれぞれ百万円未満を切り捨てて表示しております。
２． 減価償却実施額

　　　　 有形固定資産　　　　　　　　　　　　　0 百万円
         無形固定資産　　　　　　　　　　　　　0 百万円
　　３．営業外費用のうち主要なもの
　　　　創立費償却　　　　　　　　　　　　　　40 百万円
　　　　有価証券償却　　　　　　　　　　　　　50 百万円
　　
【有価証券関係】
　　　　子会社および関連会社株式で時価のあるものはありません。




